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１．「多摩信⽤⾦庫」とは



１．たましんとは
創 ⽴

出 資 ⾦
本 店
店 舗 数

役 職 員 数
総 預 ⾦
総 貸 出 ⾦ ※ 平成28年3月末現在

昭和 8年12⽉26⽇ 有限責任⽴川信⽤組合として設⽴
平成18年 1⽉10⽇ 三⾦庫合併により多摩信⽤⾦庫誕⽣
232億円
東京都⽴川市曙町2丁⽬8番28号
本⽀店77 出張所4 店外キャッシュサービスコーナー60
Winセンター1 Winプラザ1 すまいるプラザ8

2,246名(パート245名を含む)
2兆5,603億円
1兆40億円



２．信⽤⾦庫とは

地方銀行

第二地銀

信用金庫

信用組合

協同組織金融機関

労働金庫

ＪＡバンク

地域金融機関

信用金庫に望まれる機能は
①金融機能
②地域のコンサル機能

具体的には
課題解決活動の実践

全国に265の信用金庫
（平成28年3月現在）



２．データから読み取れる
多摩地域の 特徴と課題



項 ⽬ 数 値 全 国 ラ ン キ ン グ 調 査 時 期 調 査 統 計 名

⼈ ⼝ 4,214千⼈ 10位 平成27年10⽉ 平成27年国勢調査速報値

世 帯 数 1,839千世帯 10位 平成27年10⽉ 平成27年国勢調査速報値

事 業 所 数 ( ⺠ 営 ) 126千事業所 12位 平成26年 7⽉ 平成26年経済センサス

従 業 者 数 ( ⺠ 営 ) 1,464千⼈ 11位 平成26年 7⽉ 平成26年経済センサス

製 造 業 事 業 所 数 2,775ヵ所 25位 平成25年12⽉ 平成25年⼯業統計調査

製 造 品 出 荷 額 等 42,264億円 25位 平成25年12⽉ 平成25年⼯業統計調査

⼩ 売 業 商 店 数 17,581ヵ所 14位 平成26年 7⽉ 平成26年商業統計

⼩ 売 業 年 間 販 売 額 34,058億円 11位 平成26年 7⽉ 平成26年商業統計

認 証 N P O 法 ⼈ 数 1,864件 9位 平成28年 3⽉ 内閣府NPO法⼈ホームページ

⼤ 学 数 44校 4位 平成27年12⽉ 平成27年度学校基本調査報告

短 ⼤ 数 11校 10位 平成27年12⽉ 平成27年度学校基本調査報告

＜多摩地域と都道府県をあらゆる項⽬で⽐較したランキング＞

※ 平成28年3⽉末現在

３．多摩地域の実⼒
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４．多摩地域から２３区への通勤者の割合

出典：総務省「2010年国勢調査」より当⾦庫作成
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５．通勤地からみる都市構造



６．通勤地からみる多摩地域の都市構造
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出典：多摩市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略P.19

７．⼥性の就業地



注1：特化係数とは、特定地域の部⾨ごとの⽣産額の構成⽐
が、全国のそれと⽐較して何倍であるかを表している。
例えば輸送機械製造業は、⽇本全体で構成⽐が⾼いた
め、他産業と⽐較して集積が⼤きくても、特化係数は低
く産出される傾向があることに留意する必要がある。

注2：本社部⾨は、東京都産業連関表特有の項⽬であり、それ
をもとに作成した多摩地域・特別区の産業連関表も産業
部⾨として含めている。通常本社部⾨は製造部⾨の間接
経費として計上されるが、他県の産業連関表では、本社
部⾨の扱いが統⼀されていないため、東京都と⽐較する
場合は留意が必要である。

地域別特化係数の⽐較（全国を1とする）

８．特化係数
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単位：千円／⼈

1位の鳥取県と多摩地域は 約17倍 の開きがある

出典：総務省「2014年度市町村別決算状況調」より当⾦庫作成

赤色は住民一人当
たり商工費が多い
地域、青色は住民
一人当たり商工費
が少ない地域を表
している。

１２．⼈⼝⼀⼈当たり商⼯費の⽐較（市区町村歳出額の合計値）



資料：「第213回東京都都市計画審議会 議案・資料」より

JR武蔵野線圏央道

１３．2040年代の東京都の都市像を⽰すプラン


